







 子ども・子育て支援新制度（以後、新制度）が 2015（平成 27）年度よりスタートした。



















































童クラブなどの「地域子ども・子育て支援事業」）の充実。 ― 教育・保育施設を利 
用する子どもの家庭だけでなく、在宅の子育て家庭を含むすべての家庭及び子どもを対 
象とする事業として、市町村が地域の実情に応じて実施していく。 
④基礎自治体（市町村）が実施主体。 ― 市町村は地域のニーズに基づき計画を策定、 
給付・事業を実施し、国・都道府県は実施主体の市町村を重層的に支える。 
⑤社会全体による費用負担。 ― 消費税率の引き上げによる、国及び地方の恒久財源の 
確保が前提。  






















（平成 26）年 3月に起きた富士見市の事件（注 6）を受け、厚生労働省から「ベビーシッ
ターなどを利用するときの留意点」が出され、ベビーシッターなどへの依頼時は慎重に見




業において、職員数は 0～2歳児の子ども 1人に 1人。職員資格は、必要な研修を修了し、
保育士、保育士と同等以上の知識及び経験を有すると市町村長が認める者、となっている。




























































  ⅰ.障害、疾病等の程度を勘案して集団保育が著しく困難であると認められる場合10 
（62.5％）。 
  ⅱ.教育・保育施設又は地域型保育事業者が利用定員の減少の届け出又は確認の辞退を 
   する場合に、保育の継続的な利用の受け皿として保育を行う場合9（56.3％）。 
  ⅲ.児童福祉法に基づく措置に対応するために保育を行う場合9（56.3％）。 
  ⅳ.ひとり親家庭で夜間の勤務がある場合等、居宅訪問型保育の必要性が高い場合10 
（62.5％）。 







  ⅱ.保育士、または、一定の資格を有し、家庭的保育者になるための認定研修を修了 
した者6（37.5％）。 
  ⅲ.保育士、または、家庭的保育者になるための認定研修を修了した者6（37.5％） 
30 
 
  ⅳ.その他4（25.0％）。 














 ・病児保育事業（訪問型)  
   実施しているが2（2.1％）、27年度に導入するが1（1.0％）、28年度以降に導入する 




















































































































































































う。定員は 1～5名（原則 0～2歳児）。 
3.  事業主体は市町村、民間事業者等で、保育者の居宅その他の場所、施設で保育を行う。
定員は 6～19名（原則 0～2歳児）。A、B、Cの 3つの型があり、A型は保育所分園、ミニ保
育所に近い類型。C型は家庭的保育に近い類型。B型はその中間型になる。 













8.  大阪府の南部に位置する市。 
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